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三木市生活交通確保維持改善計画（地域内フィー

ダー系統確保維持計画）及び平成２９年度の事業

評価結果について 

 

１ 目  的 

  地域に不可欠なバス路線を確保維持するため本計画を策

定し、国の補助制度である「地域内フィーダー系統補助」

を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対象路線 

(1) 三木営業所～三木高校口～みなぎ台 

(2) 北播磨総合医療センター～三木営業所～三木高校口

～みなぎ台 

 

３ 本補助制度活用の開始年度 

 平成２４年度から 

（このたびの平成３１年度計画で８回目） 

 

４ 平成２９年度の取組概要及び事業評価結果 

 (1) 平成２９年度の取組概要  別紙１－１参照 

 

 (2) 事業評価結果  別紙１－２参照 

   ・利用者数の把握について、内訳や割合等を分析し、指

標の作り方を再考されたい。 

   ・モビリティ・マネジメントついて、実施効果の検証等

も行われたい。 

資料１ 

「生活交通確保維持計画」とは 

地域公共交通の確保・維持・改善のために、都道府県、市区町

村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（中

略）が、地域の生活交通の実情のニーズを的確に把握しつつ、当

該協議会での議論を経て策定する地域の特性・実情に応じた最適

の移動手段の提供（中略）を図るための取組についての計画をい

う。 

出典：地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 
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５ 国の事業評価結果の反映に向けた今後の取組の方向性 

 (1) 利用者数の把握の分析 

    現在、バス事業者から提供を受けているニコパカード

の運賃データのみでは把握の分析に限界があることか

ら、バス事業者と協議の上、利用者情報を含めたデータ

分析の可能性について検討する。 

 

 (2) モビリティ・マネジメントの実施効果の検証等 

    モビリティ・マネジメントを実施した個人ごとにそれ

ぞれ異なる事情があることを踏まえ、国や他市町の事例

等も参考としながら、有効な実施効果の検証手段等につ

いて検討する。 
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１. 本会議が目指す地域公共交通の将来像 

公共交通の将来像 

○地域特性 

 ・人口は 78,448 人（平成 29年 9月末現在（住民基本台帳））であり、１年前（78,932

人、平成 28 年 9 月末現在）と比べ 484 人減少し、近年は減少傾向にある。 

 ・高齢化率は 32.32％（平成 29年 9月末現在（住民基本台帳））であり、１年前（31.62％、

平成 28 年 9 月末現在）と比べ 0.7％上昇し、近年は上昇傾向にある。 

 

○市全体の交通網（別紙「三木市公共交通網図」参照） 

 ・道路交通網として高速道路では中国自動車道（吉川ＩＣ）、山陽自動車道（三木小

野ＩＣ、三木東ＩＣ）及び舞鶴若狭自動車道が通り、広域的なネットワークが形成

されている。 

 ・公共交通では、神戸電鉄粟生線が市南部を通り市の公共交通の基幹的な役割を担っ

ている。 

 ・また、バス交通は、近隣市への移動を担う地域間幹線系統等のほか、市内の移動を

担う路線バスが運行している。 

 ・これらのバスを補完する移動手段として、地域内を運行する地域ふれあいバスがあ

る。 

 

○計画の基本方針 

補助対象系統「北播磨総合医療センター・三木営業所～三木高校口～みなぎ台」線

が当該地域にとって必要不可欠なものであり、本系統の運行を確保維持することによ

り地域住民の移動手段の確保及び地域の活性化が図られることとなるため、地域内フ

ィーダー系統確保維持計画を策定し、補助を継続するものである。 

 

○計画の目標 

  本事業の目標として、補助対象系統の年間利用者数を次のとおりとした。 

 平成２７年度実績値 平成２９年度目標値 

年 間 利 用 者 数 ４１，４７３人 ４２，３０７人 

   平成２７年度実績 ：４１，４７３人 

   平成２８年度目標値：４１，８８８人（対前年度比＋1.0％） 

   平成２９年度目標値：４２，３０７人（対前年度比＋1.0％） 

 

 

三木市地域公共交通会議（兵庫県三木市） 

別紙１-１ 
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○本対象系統が果たす役割（位置付け） 

 (1) 地域間幹線系統の主要フィーダー系統としての機能の確保 

 (2) 中高生の遠距離通学手段の確保 

 (3) 市民病院として位置付けている北播磨総合医療センターへの通院手段の確保 

 (4) 沿線地域住民の通院や買い物、公共施設等へのアクセス手段の確保による生活

水準の確保維持 

 (5) 沿線地域住民の公共交通の利便性の向上による満足度の向上 

 (6) 移動手段を持たない高齢者等の外出機会の確保 

 

公共交通ネットワーク図 

（地域内フィーダー系統のネットワーク図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北播磨総合医療センター 

三木営業所 

三木高校口 

みなぎ台 

渡瀬 

吉川庁舎前 
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２. 計画の達成状況の評価に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○計画の目標 

 補助対象系統の年間利用者数の目標値を設定 

 

   平成２７年度実績値 平成２９年度目標値 

年 間 利 用 者 数 ４１，４７３人 ４２，３０７人 

   平成２７年度実績 ：４１，４７３人 

   平成２８年度目標値：４１，８８８人（対前年度比＋1.0％） 

   平成２９年度目標値：４２，３０７人（対前年度比＋1.0％） 
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３. 目標達成に向けた公共交通に関する具体的取組み内容 

（１） 取組経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【域内の公共交通の概要】 

 三木市には、公共交通として、鉄道（神戸電鉄粟生線）、路線バス及びタクシーが

あるほか、地域の共助としてボランティア運転手による地域ふれあいバスが４地域

で運行している。 

 

【実施に至る経緯】 

 バスの利用者数が減少傾向にある中で、当該系統は沿線の中高生の通学手段の確

保や沿線地域住民の通院や買い物、公共施設等へのアクセス手段の確保の必要性が

あった。 

 

【地域公共交通会議の開催状況（平成２９年度計画策定以降）】 

・三木市地域公共交通会議を開催し、本計画を策定している。 

 ア 平成２８年６月２４日 第２１回三木市地域公共交通会議 

  （主な内容）平成２９年度三木市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダ

ー系統確保維持計画）の承認 

 イ 平成２９年８月１６日 第２２回三木市地域公共交通会議 

（主な内容）平成２８年度の事業評価結果の公表及び平成３０年度三木市生活

交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）の承認 

 

【地域による取組】 

・細川地域における高齢者を対象としたバスの乗車体験会の開催 

 当該系統の沿線地域である細川地域において地域住民が主体となり、「バスの乗

車体験会」が平成３０年２月１３日（火）～２月１６日（金）において開催され

る予定である。当日の世話人となる地域ボランティアによる「体験会の予行演習」

が平成３０年１月１５日（月）及び１６日（火）に開催された（詳細は別紙参照。）。 

（写真）「バスの乗車体験会」の予行演習の様子 
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（２） 目標を達成するために行う事業・実施主体・事業概要等 

 

 

地域公共交通確保維持改善事業 

事業 実施主体 着手・実施期間 種別 事業概要 

地域内フィーダ

ー系統確保維持

計画 

三木市地

域公共交

通会議 

H28.10.1～ 

H29.9.30 

フ 地域間幹線系統の主要フィーダー

系統としての機能を確保するとと

もに、沿線の中高生の通学手段や

高齢者等の沿線住民の通院、買い

物などの手段を確保する。 

【種別】幹：地域間幹線系統、フ：地域内フィーダー系統、策：計画策定事業、推：計画推進事業 

    再策：再編計画策定事業、再推：再編計画推進事業 

 

その他補助事業 

事業 実施主体 着手・実施期間 事業概要 

    

    

    

    

 

 

 

事業 実施主体 着手・実施期間 事業概要 

バスの安全教室の

開催 

三木市 

神姫バス 

H29.6.16 市内の東吉川小学校の１年生及び

２年生（２３名）を対象に、バス

の死角や乗り方を学ぶ教室を開催

した。 

バスの一律運賃制

の実施 

三木市 H27.10.1～ 

 継続実施 

バスＩＣカード乗車券「ニコパカ

ード」の利用により市内間移動の

バス運賃を原則として一律 

２００円とする「一律運賃制」を

実施している。 

公共交通に関する

出前講座の開催 

三木市 H29.4.1～ 

 随時開催 

自治会等を対象に、市内の公共交

通についての現状や制度の説明を

行い、公共交通の利用促進を図っ

ている。 

補助対象事業 

非補助事業 
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４. 具体的取組に対する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 29年度の年間目標利用者数 42,307 人に対し、実績では 29,475 人となった 

（△12,832 人、△30.3％）。本系統に関係する路線の再編が行われており、運行回

数が 4.6 回（H27 年度）から 3.9 回（H29 年度）に減少している。なお、便数の割

合で案分した場合においても年間目標利用者数は 35,869 人となり、目標を達成し

ていない（△6,394 人、△17.8％）。 

・一方で、平均乗車密度は 5.6（平成 28 年度）から 5.9（平成 29 年度）に上昇して

いる。 

・バスＩＣカード乗車券（ニコパカード）の利用による市内間移動のバス運賃を原

則として一律 200 円とする「一律運賃制」を平成 27 年 10 月から導入し、導入当

初は定期券利用もあったが、その後ニコパカードへの移行が進み、経常収益が増

加し平均乗車密度の上昇につながった。 

・利用者数の目標値は達成していないが、平均乗車密度及び収支率は改善しており、

一定の取組効果がみられる。 

 

表 対象系統の実績（平成 27年度～平成 29年度） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数（人） 41,473 31,092 29,475 

運行回数（回） 4.6 3.9 3.9 

平均乗車密度 3.6 5.6 5.9 

経常収益（千円） 12,828 16,821 17,587 

収支率（％） 46.9 68.3 73.9 

・（利用者数の減少について） 

利用者数の算出において、定期券の場合、利用の有無にかかわらず、月当たり

60 人（30日×2回利用）としてカウントされる。 

一方、ニコパカードは利用実績に基づく実利用者数（例：通学で月 20 日利用の

場合は、40 人（20日×2回利用））がカウントされるため、利用者数が減少したと

考えられる。 

・（経常収益の増加について） 

一律運賃制は H27 年 10 月から導入を開始し、通学利用者は通学定期券から、よ

り費用負担の小さいニコパカードへ順次移行している。 

しかしながら、H28 年度（H27 年 10 月～H28 年 9 月）当初は、制度導入前から使

用していた通学定期券の利用者がいたと考えられる。 

一方、H29 年度（H28 年 10 月～H29 年 9月）は、年度当初から通学定期券の利用

者がほぼいなかったと想定される。 
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通学定期券の場合は正規運賃の約 6 割が収入となることに対し、ニコパカード

の場合は市の補塡により正規運賃の全額が収入となる。このため、H29 年度の経常

収益が H28 年度よりも増加し、収支率が改善したと考えられる。 

 

 

 

５. 自己評価から得られた課題と対応方針 

課  題 課題への対応方針 

年間利用者数が目標値に達していない。 

 

平均乗車密度及び収支率は改善して

おり、今後も利用促進に取り組む。 

  

 

 

 

１．昨年まで（直近）の二次評価の活用・対応状況 

昨年まで（直近）の二次 
評価における事業評価結果 

事業評価結果の反映状況 
（具体的対応内容） 

今後の対応方針 

ダイヤ改正時には全世帯

に時刻表を配布するなど

し、広く周知を図っている。

事業実施の適切性について

は自己評価どおり評価でき

る。目標・効果の達成状況

については目標に達してお

らず「B」と考える。しかし、

乗車密度は上昇しているの

で効率的になってきてい

る。一律運賃制としたこと

もあり、収支率についても

協議会で検討いただきた

い。 

 本年度に開催した本会議に

おいて評価結果を公表し、収支

率が向上していることを報告

した。 

（収支率が向上した理由） 

・三木～吉川間など、遠距離地

域間の運賃補塡の人数が全

体の約半分を占めるなど、高

校生の通学手段として、バス

利用が増加していることが

考えられること。 

・正規運賃と一律運賃の差額は

市が補塡しているため、一乗

車当たりの収入が確保され

ていること。 

 

 

  

三木市地域公共交通会議 
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１．直近の第三者評価の活用・対応状況 

２．アピールポイント、特に工夫した点など 

 

・平成 27年 10 月に導入した市内間移動のバス運賃を原則として一律 200 円とする「一

律運賃制」により、バス利用者数は現在も増加傾向にあり、特に三木～吉川間など、

遠距離地域間の移動となる高校生の通学利用が増加しており、通学にかかる費用の負

担軽減などの子育て支援にもつながっている。 

・市民に対するアンケートの結果、上記の「一律運賃制」やバスロケーションシステム

等についての周知が十分でないことが分かり、定期的な広報紙への掲載や出前講座等

における告知など、機会を捉え広報している。 

・公共交通に関する地域への聞き取りを実施し、地域との意見交換を行う中で、とりわ

け高齢者は「１回目に利用するときのハードルが高い」が、「一度覚えれば、それを

何度も利用する」ことを踏まえ、１回目の利用を促すための「バス乗車体験会」を地

域主導で開催する予定である。 
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別紙１-２ 

近畿運輸局

地方運輸局等における
二次評価結果

③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

④事業
実施の
適切性

⑤目標・効果
達成状況

⑥事業の今後の改善点 評価結果

三木市地域公共交通会

議
神姫バス株式会社

北播磨総合医療セン

ター・三木営業所～三木

高校口～みなぎ台

　本年度に開催した本会議において評

価結果を公表し、収支率が向上してい

ることを報告した。

  また、モビリティ・マネジメント事業に

ついては、「バスの安全教室」を市内

の小学校を対象に開催するとともに、

自治会等を対象に「公共交通に関す

る出前講座」を開催した。

　平成27年10月に行った市内バス交

通の見直し後の利用状況やバス運賃

の市内間移動の「一律運賃制」、バス

ロケーションシステムの利用方法など

を市の広報紙に掲載し、広く周知を

図っている。

　また、公共交通に関する地域への聞

き取りを実施し、地域住民との意見交

換を行い、地域の実情の把握に努め

た。

Ａ Ｂ

　「一律運賃制」については更なる周

知・ＰＲのため、定期的な広報を行う。

　平成30年度は「第５次三木市公共交

通網計画」を策定する予定であり、今

後の見直し案の方向性を定めていく。

　また、学校や地域へのモビリティ・マ

ネジメント事業については継続して実

施し、公共交通の利用促進につなげて

いく。

ICカード乗車券の利用による市内移

動のバス運賃について「一律運賃制」

の導入、バスロケーションシステムの

周知を行うなど、利便性・利用促進に

注力されている。事業実施の適切性に

ついては評価できる。

利用者数の把握については、内訳や

割合等を分析し、指標の作り方を再考

されたい。

モビリティマネジメントについては幅広

い年代にアピールし、実施効果の検証

等も行われたい。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

平成30年2月28日

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

協議会名 ①補助対象事業者等 ②事業概要

協議会における事業評価結果

備考


	（資料1）生活交通確保維持改善計画について
	（資料1別紙1-1）生活交通確保維持改善計画について
	（資料1別紙1-2）生活交通確保維持改善計画について

